
法律第二十六号（平二四・四・六） 

◎都市再生特別措置法の一部を改正する法律 

 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）の一部を次のように改正する。 

 目次中 

「 第三節 民間都市再生事業計画の認定等（第二十条－第三十五条）  

 第四節 都市計画等の特例 」 

を 

「 第三節 都市再生安全確保計画の作成等（第十九条の十三－第十九条の十八）  

 第四節 民間都市再生事業計画の認定等（第二十条－第三十五条）  

 第五節 都市計画等の特例 」 

に、「第五節 都市再生歩行者経路協定（第四十五条の二－第四十五条の十二）」を 

「 第六節 都市再生歩行者経路協定（第四十五条の二－第四十五条の十二）  

 第七節 都市再生安全確保施設に関する協定  

  第一款 退避経路協定（第四十五条の十三）  

  第二款 退避施設協定（第四十五条の十四）  

  第三款 管理協定（第四十五条の十五－第四十五条の二十） 」 

に改める。 

 第一条中「かんがみ」を「鑑み」に、「図る」を「図り、併せて都市の防災に関する機

能を確保する」に改める。 

 第十四条第三項中「実現する」を「実現し、併せて都市の防災に関する機能を確保す

る」に改める。 

 第十五条中第七項を第八項とし、第三項から第六項までを一項ずつ繰り下げ、第二項の

次に次の一項を加える。 

３ 地域整備方針は、大規模な地震が発生した場合における滞在者、来訪者又は居住者

（以下「滞在者等」という。）の安全を確保することができるものとなるよう定めなけ

ればならない。 

 第十九条第二項中「民間事業者」の下に「、当該都市再生緊急整備地域内の建築物の所

有者、管理者若しくは占有者、鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第七条第一項

に規定する鉄道事業者」を加える。 

 第十九条の二第五項中「第四節」を「第五節」に改める。 

 第四十五条の二第一項中「この節」を「この章」に改める。 

 第四十五条の四中第二項を削り、第三項を第二項とする。 

 第四十五条の六第四項、第四十五条の七並びに第四十五条の八第一項、第二項、第四項

及び第五項中「第四十五条の四第三項」を「第四十五条の四第二項」に改める。 

 第四十五条の十一第三項中「及び第三項」を削り、同条第四項中「第四十五条の四第三

項」を「第四十五条の四第二項」に改める。 

 第四章第五節を同章第六節とする。 

 第三十六条の三第一項中「（昭和二十五年法律第二百一号）」を削り、同条第二項中



「建築基準法第二条第三十五号に規定する」を削り、「同法」を「建築基準法」に改める。 

 第四章中第四節を第五節とし、第三節を第四節とし、第二節の次に次の一節を加える。 

    第三節 都市再生安全確保計画の作成等 

 （都市再生安全確保計画） 

第十九条の十三 協議会は、地域整備方針に基づき、都市再生緊急整備地域について、大

規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の確保を図るために必要な退避のた

めに移動する経路（以下「退避経路」という。）、一定期間退避するための施設（以下

「退避施設」という。）、備蓄倉庫その他の施設（以下「都市再生安全確保施設」とい

う。）の整備等に関する計画（以下「都市再生安全確保計画」という。）を作成するこ

とができる。 

２ 都市再生安全確保計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 一 都市再生安全確保施設の整備等を通じた大規模な地震が発生した場合における滞在

者等の安全の確保に関する基本的な方針 

 二 都市開発事業の施行に関連して必要となる都市再生安全確保施設の整備に関する事

業並びにその実施主体及び実施期間に関する事項 

 三 前号に規定する事業により整備された都市再生安全確保施設の適切な管理のために

必要な事項 

 四 都市再生安全確保施設を有する建築物の耐震改修（建築物の耐震改修の促進に関す

る法律（平成七年法律第百二十三号）第二条第二項に規定する耐震改修をいう。第十

九条の十六第一項において同じ。）その他の大規模な地震が発生した場合における滞

在者等の安全の確保を図るために必要な事業及びその実施主体に関する事項 

 五 大規模な地震が発生した場合における滞在者等の誘導、滞在者等に対する情報提供

その他の滞在者等の安全の確保を図るために必要な事務及びその実施主体に関する事

項 

 六 前各号に掲げるもののほか、大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全

の確保を図るために必要な事項 

３ 都市再生安全確保計画は、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二

条第九号に規定する防災業務計画及び同条第十号に規定する地域防災計画との調和が保

たれたものでなければならない。 

４ 都市再生安全確保計画は、国の関係行政機関等の長及び第二項第二号、第四号又は第

五号に規定する事業又は事務の実施主体として記載された者の全員の合意により作成す

るものとする。 

５ 協議会は、都市再生安全確保計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

６ 第二項から前項までの規定は、都市再生安全確保計画の変更について準用する。 

 （都市再生安全確保計画に記載された事業等の実施） 



第十九条の十四 都市再生安全確保計画に記載された事業又は事務の実施主体は、当該都

市再生安全確保計画に従い、事業又は事務を実施しなければならない。 

 （建築確認等の特例） 

第十九条の十五 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十三第二項第二号又は第

四号に掲げる事項として建築物の建築等（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）

第二条第十三号に規定する建築、同条第十四号に規定する大規模の修繕、同条第十五号

に規定する大規模の模様替又は用途の変更をいう。以下同じ。）に関する事項を記載し

ようとするとき（当該建築物の建築等について同法第六条第一項（同法第八十七条第一

項において準用する場合を含む。次項及び第四項において同じ。）の規定による確認又

は同法第十八条第二項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）の規定による通知を要する場合（次条第一項に規定する場合を除く。）に

限る。）は、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、建築主事に協議し、そ

の同意を得ることができる。 

２ 建築基準法第九十三条の規定は建築主事が同法第六条第一項の規定による確認又は同

法第十八条第二項の規定による通知を要する建築物の建築等に関する事項について前項

の同意をしようとする場合について、同法第九十三条の二の規定は建築主事が同法第六

条第一項の規定による確認を要する建築物の建築等に関する事項について前項の同意を

しようとする場合について、それぞれ準用する。 

３ 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十三第二項第二号又は第四号に掲げる

事項として建築物の建築等（当該建築物の敷地若しくは建築物の敷地以外の土地で二以

上のものが一団地を形成している場合であって当該一団地（その内に建築基準法第八十

六条第八項の規定により現に公告されている他の対象区域（同条第六項に規定する対象

区域をいう。以下この項において同じ。）があるときは、当該他の対象区域の全部を含

むものに限る。）内に一若しくは二以上の構えを成す建築物（二以上の構えを成すもの

にあっては、総合的設計によって建築されるものに限る。）が建築される場合又は同条

第二項若しくは同法第八十六条の八第一項に規定する場合におけるものに限る。）に関

する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、

特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下同じ。）に協議

し、その同意を得ることができる。 

４ 第一項又は前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十

三第五項の規定により公表されたときは、当該公表の日に第一項の同意を得た事項に係

る事業の実施主体に対する建築基準法第六条第一項若しくは第十八条第三項（同法第八

十七条第一項において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付又は前項の

同意を得た事項に係る建築物についての同法第八十六条第一項若しくは第二項若しくは

第八十六条の八第一項の規定による認定があったものとみなす。 

 （建築物の耐震改修の計画の認定の特例） 



第十九条の十六 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十三第二項第二号又は第

四号に掲げる事項として建築物の耐震改修に関する事項を記載しようとするときは、国

土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、所管行政庁（建築物の耐震改修の促進

に関する法律第二条第三項に規定する所管行政庁をいう。次項において同じ。）に協議

し、その同意を得ることができる。 

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第八条第四項及び第五項の規定は、所管行政庁

が前項の同意をしようとする場合について準用する。 

３ 第一項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十三第五項

の規定により公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る事業の実施主体に対す

る建築物の耐震改修の促進に関する法律第八条第三項の規定による認定があったものと

みなす。 

 （都市再生安全確保施設である備蓄倉庫等の容積率の特例） 

第十九条の十七 都市再生安全確保計画に記載された第十九条の十三第二項第二号又は第

四号に掲げる事項に係る建築物については、都市再生安全確保施設である備蓄倉庫その

他これに類する部分で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと

認めるものの床面積は、建築基準法第五十二条第一項、第二項、第七項、第十二項及び

第十四項、第五十七条の二第三項第二号、第五十七条の三第二項、第五十九条第一項及

び第三項、第五十九条の二第一項、第六十条第一項、第六十条の二第一項及び第四項、

第六十八条の三第一項、第六十八条の四、第六十八条の五（第二号イを除く。）、第六

十八条の五の二（第二号イを除く。）、第六十八条の五の三第一項（第一号ロを除

く。）、第六十八条の五の四（第一号ロを除く。）、第六十八条の五の五第一項第一号

ロ、第六十八条の八、第六十八条の九第一項、第八十六条第三項及び第四項、第八十六

条の二第二項及び第三項、第八十六条の五第三項並びに第八十六条の六第一項に規定す

る建築物の容積率（同法第五十九条第一項、第六十条の二第一項及び第六十八条の九第

一項に規定するものについては、これらの規定に規定する建築物の容積率の最高限度に

係る場合に限る。）の算定の基礎となる延べ面積に算入しない。 

２ 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十三第二項第二号又は第四号に掲げる

事項として建築物（都市再生安全確保施設である備蓄倉庫その他これに類する部分を有

するものに限る。）の建築等に関する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で

定めるところにより、あらかじめ、特定行政庁に協議し、その同意を得ることができる。 

３ 前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十三第五項の

規定により公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る建築物についての第一項

の規定による認定があったものとみなす。 

 （都市公園の占用の許可の特例） 

第十九条の十八 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十三第二項第二号に掲げ

る事項として都市公園（都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第一項に規



定する都市公園をいう。以下この条において同じ。）に設けられる都市再生安全確保施

設で政令で定めるものの整備に関する事業に関する事項を記載しようとするときは、国

土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、当該都市公園の公園管理者（同法第五

条第一項に規定する公園管理者をいう。次項において同じ。）に協議し、その同意を得

ることができる。 

２ 前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十三第五項の

規定により公表された日から二年以内に当該都市再生安全確保計画に基づく都市公園の

占用について都市公園法第六条第一項の許可の申請があった場合においては、公園管理

者は、当該許可を与えるものとする。 

 第四章に次の一節を加える。 

    第七節 都市再生安全確保施設に関する協定 

     第一款 退避経路協定 

第四十五条の十三 土地所有者等は、その全員の合意により、都市再生安全確保計画に記

載された第十九条の十三第二項第二号から第四号までに掲げる事項に係る退避経路の整

備又は管理に関する協定（以下「退避経路協定」という。）を締結することができる。

ただし、都市再生緊急整備地域内の一団の土地（土地区画整理法第九十八条第一項の規

定により仮換地として指定された土地にあっては、当該土地に対応する従前の土地。次

条第一項において同じ。）の区域内に借地権等の目的となっている土地がある場合にお

いては、当該借地権等の目的となっている土地の所有者の合意を要しない。 

２ 退避経路協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 退避経路協定の目的となる土地の区域及び退避経路の位置 

 二 次に掲げる退避経路の整備又は管理に関する事項のうち、必要なもの 

  イ 前号の退避経路を構成する道路の幅員又は路面の構造に関する基準 

  ロ 前号の退避経路を構成する施設（誘導標識その他の退避の円滑化のために必要な

設備を含む。）の整備又は管理に関する事項 

  ハ 前号の退避経路における看板その他の退避上支障となる工作物又は物件の設置に

関する基準 

  ニ その他退避経路の整備又は管理に関する事項 

 三 退避経路協定の有効期間 

 四 退避経路協定に違反した場合の措置 

３ 前節（第四十五条の二第一項及び第二項を除く。）の規定は、退避経路協定について

準用する。この場合において、同条第三項中「前項各号」とあるのは「第四十五条の十

三第二項各号」と、「協定区域に」とあるのは「協定区域（第四十五条の十三第二項第

一号の土地の区域をいう。以下同じ。）に」と、同項並びに第四十五条の十一第一項及

び第二項中「都市再生歩行者経路の」とあるのは「退避経路の」と、第四十五条の四第

一項第三号中「第四十五条の二第二項各号」とあるのは「第四十五条の十三第二項各



号」と、第四十五条の七及び第四十五条の十中「第四十五条の二第一項」とあるのは

「第四十五条の十三第一項」と読み替えるものとする。 

     第二款 退避施設協定 

第四十五条の十四 土地所有者等は、その全員の合意により、都市再生安全確保計画に記

載された第十九条の十三第二項第二号から第四号までに掲げる事項に係る退避施設の整

備又は管理に関する協定（以下「退避施設協定」という。）を締結することができる。

ただし、都市再生緊急整備地域内の一団の土地の区域内に借地権等の目的となっている

土地がある場合においては、当該借地権等の目的となっている土地の所有者の合意を要

しない。 

２ 退避施設協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 退避施設協定の目的となる土地の区域及び退避施設の位置 

 二 前号の退避施設及びその属する施設の構造に関する基準 

 三 次に掲げる退避施設の整備又は管理に関する事項のうち、必要なもの 

  イ 第一号の退避施設の面積 

  ロ 第一号の退避施設に設ける滞在者等に対し、災害の発生の状況に関する情報その

他の情報を提供する設備の整備又は管理に関する事項 

  ハ その他退避施設の整備又は管理に関する事項 

 四 退避施設協定の有効期間 

 五 退避施設協定に違反した場合の措置 

３ 前節（第四十五条の二第一項及び第二項を除く。）の規定は、退避施設協定について

準用する。この場合において、同条第三項中「前項各号」とあるのは「第四十五条の十

四第二項各号」と、「協定区域に」とあるのは「協定区域（第四十五条の十四第二項第

一号の土地の区域をいう。以下同じ。）に」と、同項並びに第四十五条の十一第一項及

び第二項中「都市再生歩行者経路の」とあるのは「退避施設の」と、第四十五条の四第

一項第三号中「第四十五条の二第二項各号」とあるのは「第四十五条の十四第二項各

号」と、第四十五条の七及び第四十五条の十中「第四十五条の二第一項」とあるのは

「第四十五条の十四第一項」と読み替えるものとする。 

４ 建築主事を置かない市町村の市町村長は、退避施設協定について前項において準用す

る第四十五条の二第四項、第四十五条の五第一項又は第四十五条の十一第一項の認可を

しようとするときは、都道府県知事に協議しなければならない。この場合において、前

項において準用する第四十五条の二第四項又は第四十五条の五第一項の認可をしようと

するときは、前項において準用する第四十五条の三第二項（前項において準用する第四

十五条の五第二項において準用する場合を含む。）の規定により提出された意見書を添

えて協議するものとする。 

     第三款 管理協定 

 （管理協定の締結等） 



第四十五条の十五 地方公共団体は、都市再生安全確保計画に記載された第十九条の十三

第二項第二号から第四号までに掲げる事項に係る備蓄倉庫を自ら管理する必要があると

認めるときは、備蓄倉庫所有者等（当該備蓄倉庫若しくはその属する施設の所有者、こ

れらの敷地である土地の所有者又は当該土地の使用及び収益を目的とする権利（臨時設

備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有する者をいう。

以下同じ。）との間において、管理協定を締結して当該備蓄倉庫の管理を行うことがで

きる。 

２ 前項の規定による管理協定については、備蓄倉庫所有者等の全員の合意がなければな

らない。 

 （管理協定の内容） 

第四十五条の十六 前条第一項の規定による管理協定（以下「管理協定」という。）にお

いては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 管理協定の目的となる備蓄倉庫（以下この条において「協定倉庫」という。） 

 二 協定倉庫の管理の方法に関する事項 

 三 管理協定の有効期間 

 四 管理協定に違反した場合の措置 

２ 管理協定の内容は、次に掲げる基準のいずれにも適合するものでなければならない。 

 一 協定施設（協定倉庫又はその属する施設をいう。以下同じ。）の利用を不当に制限

するものでないこと。 

 二 前項第二号から第四号までに掲げる事項について国土交通省令で定める基準に適合

するものであること。 

 （管理協定の縦覧等） 

第四十五条の十七 地方公共団体は、管理協定を締結しようとするときは、国土交通省令

で定めるところにより、その旨を公告し、当該管理協定を公告の日から二週間関係人の

縦覧に供さなければならない。 

２ 前項の規定による公告があったときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日までに、

当該管理協定について、地方公共団体に意見書を提出することができる。 

 （管理協定の公告等） 

第四十五条の十八 地方公共団体は、管理協定を締結したときは、国土交通省令で定める

ところにより、その旨を公告し、かつ、当該管理協定を当該地方公共団体の事務所に備

えて公衆の縦覧に供するとともに、協定施設又はその敷地である土地の区域内の見やす

い場所に、それぞれ協定施設である旨又は協定施設が当該区域内に存する旨を明示しな

ければならない。 

 （管理協定の変更） 

第四十五条の十九 第四十五条の十五第二項、第四十五条の十六第二項及び前二条の規定

は、管理協定において定めた事項の変更について準用する。 



 （管理協定の効力） 

第四十五条の二十 第四十五条の十八（前条において準用する場合を含む。）の規定によ

る公告のあった管理協定は、その公告のあった後において当該協定施設の備蓄倉庫所有

者等となった者に対しても、その効力があるものとする。 

 第七十二条の二第二項中「前章第五節」を「前章第六節」に、「とする」を「と読み替

えるものとする」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律による改正後の都市再生特別措置法（以下「新法」という。）第十四条

又は第十五条の規定により都市再生基本方針又は地域整備方針が定められるまでの間は、

この法律の施行の際現にこの法律による改正前の都市再生特別措置法第十四条又は第十

五条の規定により定められている都市再生基本方針又は地域整備方針は、新法第十四条

又は第十五条の規定により定められた都市再生基本方針又は地域整備方針とみなす。 

 （政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定め

る。 

 （検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

（内閣総理・国土交通大臣署名） 


